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次     第 

 

○ 議 事 

１ 医師確保計画の策定について 

２ 救急医療体制について 

 (1) 救急医療体制の課題について 

(2) ワーキンググループの設置について 

  

○ 報 告 

１ 令和元年度の主な協議予定事項 

２ 平成30年度病床機能報告結果と定量的基準｢静岡方式｣について 

３ 非稼動病床の状況について 

４ 地域医療介護総合確保基金（医療分）事業について 

○ その他 
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医師確保計画の策定について 

 

１ 概要 

平成 30 年度医療法改正により、都道府県における医師確保対策の実施体制の

強化に向け、医療計画の一部として、都道府県内における医師の確保方針、医

師偏在の度合いに応じた医師確保の目標、目標達成に向けた施策内容を定める

医師確保計画を本年度中に策定することとされた。 

  策定した医師確保計画については、３年（2020 年度からの最初の医師確保計

画のみ４年）ごとに、都道府県において計画を見直す。（PDCA サイクルの実施） 

 

出典：平成 30年度全国医政主管課長会議資料を一部改変 

 

 

２ 本県における医師確保計画策定の役割分担 

  ・医療対策協議会（方針協議）とふじのくに地域医療支援センター（取組推進）

との役割分担を踏まえ、地域医療支援センターが医師確保計画の立案段階か

ら関与し、県が作成した原案について医療対策協議会で協議する。 

・医療法上、医療計画の策定に当たっては、計画案を医療審議会へ諮問するこ

とが求められており、本県の医師確保計画の策定においても、同様に、計画

案を医療審議会へ諮問することとする。 
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会議体 役割 

静岡県医療審議会 諮問された計画案に対し意見を述べる 

静岡県医療対策協議会 作成された原案を協議 

ふじのくに地域医療支援センター 県と協力して原案を作成 

 

 

３ 医師確保計画の策定プロセス 

 

出典：平成 30年度全国医政主管課長会議資料を一部改変 
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医師確保計画に関するスケジュール（案）
※令和元年５月現在。今後変更があり得る。

審議会・医療対策協議会 支援センター 地域医療課（とりまとめ） 各保健所

理事会（2/26）

医療対策協議会③（3/13）

（方針了承）

医療審議会②(3/25)
（医師確保計画策定に係る報告）

◯作成方針等検討

　

理事会①(5/22)（方針検討）
国主催説明会（5/27）

医療対策協議会①（6/5）
（方針協議） 　　○骨子検討

理事会②(7/10)
（骨子検討）

医療対策協議会②（7/30）
（骨子協議） 　　　・医療対策協議会意見反映 ・医療対策協議会意見反映

理事会③(8/20)（素案叩き検討）

医療審議会①（8/27）
（骨子了承）

　　○素案検討

理事会④(10/9)
（素案検討）

　

医療対策協議会③（11/26）　
（素案協議）

医療審議会②（12/24）
（素案了承）

　　○最終案検討

理事会⑤(1/30)（最終案検討）
・パブコメ、団体意見等反映 ・パブコメ、団体意見、地域意見等反映

理事会⑥(2/26)
（最終案検討）

医療対策協議会④（3/11）
　（最終案協議） 　　・最終調整 ・最終調整

医療審議会③（3/23）
　（最終案了承） 　告示、厚生労働省報告

3月

11月

12月

1月

2月

7月

8月

9月

10月

3
0
年
度

4月

5月

6月

パブコメ

市町・関係団体意見聴取

計画素案　作成

最終案　確定

地域医療構想調整会議

素案　とりまとめ

素案　確定

　骨子とりまとめ

地域医療構想調整会議

地域医療協議会

最終案　とりまとめ

骨子　確定

地域医療構想調整会議

地域医療協議会

作成方針決定 ・ 計画骨子案作成

キャリア形成プログラム基本方針

医師需給分科会の議論取りまとめ　【厚生労働省】

医師確保計画策定ガイドラインの作成、公表　【厚生労働省】

医師偏在指標の算出　【厚生労働省】

患
者
流
出
入
都
道
府
県
間
調
整

医師偏在指標（患者流出入調整後）の算出　【厚生労働省】

報告

地域医療協議会

資料１－２
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＜参考＞ 医師少数区域について 

 (1) 医師確保計画策定ガイドライン 

   ・各都道府県において、医師偏在の状況等に応じた実効的な医師確保対策を進めら

れるよう、医師偏在指標を用いて医師少数区域及び医師多数区域を設定し、これ

らの区域分類に応じて具体的な医師確保対策を実施 

   ・医師少数区域及び医師多数区域は二次医療圏単位における分類を指す 

・医師偏在指標の上位33.3%を医師多数区域及び医師多数都道府県の、下位33.3％を

医師少数区域及び医師少数都道府県の設定の基準とする 

・医師少数区域に該当する二次医療圏であっても、近隣の二次医療圏の医療機関に

おいて当該二次医療圏の住民の医療を提供することとされている場合、二次医療

圏の設定を見直すことが適切。見直しが困難な場合については、当該二次医療圏

を医師少数区域として設定しないことも可能 

・医師偏在指標上、医師少数区域に該当しない二次医療圏を医師少数区域として設

定すること等は認められない。 

(2) 本県の医師偏在指標の状況 

○静岡県：医師少数県（39 位） 

○本県の二次医療圏の状況 

 
厚生労働省事務連絡（4/1）※1 

医師 

多数区域 

（上位33.3％） 

西  部(71 位、239.0) 

静  岡(99 位、209.0) 

 

（中位33.3％）※3 

駿東田方(130 位、192.7) 

熱海伊東(187 位、172.1) 

志太榛原(193 位、170.1) 

医師 

少数区域 

（下位33.3％） 

中 東 遠(230 位、160.5) 

富  士(256 位、150.4) 

賀  茂(330 位、110.0) 

※1：平成 31 年３月１日に公表された「平成 29年患者調査」の内容を反映 

 ※2：【 】内は、上位の最低値及び下位の最高値 
※3：必要に応じ、医師多数区域の水準に至るまでは、医師多数区域からの医師の確保が可能 

【粕屋（福岡県）（112 位、201.2）】※2  

【八戸地域（青森県）（224位、162.2）】 

資料 １－３
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※上記内容を、三次医療圏（県）及び二次医療圏（一部の項目を除く）ごとに作成

１.序文
　１－１　医師確保計画を通じた医師偏在対策の必要性と方向性
　１－２　医師確保計画の全体像
　１－３　医師確保計画の策定に当たっての留意事項
　１－４　医師確保計画策定のスケジュール
　１－５　医師確保計画の策定手続のイメージ

２.医師確保計画の策定を行う体制等の整備

３.医師偏在指標
　３－１　現在時点の医師偏在指標
　３－２　将来時点の医師偏在指標

４.医師少数区域・医師多数区域の設定
　４－１　医師少数区域・医師多数区域の設定についての考え方
　４－２　医師少数スポット

５.医師確保計画
　５－１　計画に基づく対策の必要性

　５－２　医師確保の方針

　５－３　目標医師数

　５－４　目標医師数を達成するための施策

６.医学部における地域枠・地元出身者枠の設定
　６－１　地域枠・地元出身者枠の設定の考え方
　６－２　各都道府県において必要な地域枠・地元出身者枠について
　６－３　地域枠の選抜方式等について

７.産科・小児科医における医師確保計画
　７－１　産科・小児科における医師偏在指標及び医師偏在対策の
　　　　　基本的な考え方
　７－２　産科・小児科における医師偏在指標の設計
　７－３　相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域の設定
　７－４　産科・小児科における医師確保計画の策定

８.医師確保計画の効果の測定・評価

医師確保計画策定ガイドライン

１.基本的事項
　・計画策定の趣旨
　・計画の位置付け
　・計画の期間

２.医師確保の方針
　・現状
　・医師少数区域・多数区域・医師少数スポットの設定
　・上記を踏まえた医師確保の方針
　（「少数区域は医師の増加を基本とする」）

３.目標医師数
　・目標医師数の設定（計画期間中（４年間）に下位33.3％の基準を
　　脱するために必要な医師数）
　（・必要医師数は、再度行う国のマクロ推計を踏まえ記載）

４.目標医師数を達成するための施策
　・キャリア形成プログラムの策定・運用
　・都道府県内における医師の派遣調整
　・地域枠等の設定
　・医師の働き方改革を踏まえた医師確保対策と連携した
　　勤務環境改善支援
　・その他の施策（中高生を対象としたセミナーの開催、寄附講座等）

５.産科・小児科における医師確保計画
　・産科・小児科における医師確保計画の方針
　・産科・小児科における偏在対策基準医師数
　・現状と課題を踏まえた施策
　　・医療提供体制等の見直しのための施策
　　・医師の派遣調整
　　・産科医師及び小児科医師の勤務環境を改善するための施策
　　・産科医師及び小児科医師の養成数を増やすための施策

静岡県医師確保計画（体系図）

策定手続きに関する内容
であり、計画には盛り込
まない

６.医師確保計画の効果の測定・評価

医師確保計画ガイドラインと静岡県医師確保計画との関係
資

料
１

－
４
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医師少数スポットの考え方 

   

１ 医師確保計画策定ガイドライン等 

・局所的に医師が少ない地域を「医師少数スポット」して定め、医師少数区域と同様 

に取り扱うことができるものとする。 

・ただし、多くの地域が医師少数スポットとして設定され、真に医師の確保が必要な

地域において十分な医師が確保できないという状況は改正法の趣旨を没却するも

のであるため、医師少数スポットの設定は慎重に行う必要がある。 

設定が適切な例 

・へき地診療所が設置されていても、継続的な医師の確保

が困難である場合で、他の地域の医療機関へのアクセス

が制限されている地域 

※無医地区※1や島しょ、半島等の医師が少なくかつ医療機

関へのアクセスに大きな制限がある地区を想定 

設定が不適切な例 

・既に巡回診療の取組が行われ、地域の医療ニーズに対し

て安定して医療が提供されている地域 

・特定の医療機関を指定すること 

・全ての無医地区・準無医地区を無条件に設定すること 

※1：以下の条件を満たす地区 

・医療機関がない／半径４km の区域内に 50 人以上※が居住／容易に医療機関を利用すること

ができない（49人以下の場合、無医地区に準じる地区とする） 

 

 

 

 

２ 医師少数スポットを設定する上での基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 １－５
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静岡県医師確保計画 骨子（富士保健医療圏） 

  

Ⅰ 富士保健医療圏 

１ 医師確保の方針 

(1) 現状・課題 

○医師数の状況（医療施設従事医師数）            （単位：人） 

 H22 H24 H26 H28 H28-H22 

県計 6,883 6,967 7,185 7,404 +521

 富士 517 508 529 555 +38

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

 

○専攻医の状況（専門医研修プログラム採用者数）       （単位：人） 

県計 

 富士 

 

H30 R1 差 H30 R1 差 

内科 44 44 0 0 0 0

小児科 8 14 6 - - -

皮膚科 6 6 0 - - -

精神科 8 8 0 - - -

外科 7 10 3 - - -

整形外科 6 7 1 - - -

産婦人科 5 11 6 - - -

眼科 4 4 0 - - -

耳鼻咽喉科 6 7 1 - - -

泌尿器科 2 8 6 - - -

脳神経外科 3 3 0 - - -

放射線科 3 3 0 - - -

麻酔科 4 7 3 - - -

病理 1 1 0 - - -

臨床検査 0 0 0 - - -

救急科 1 4 3 - - -

形成外科 3 5 2 - - -

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 0 1 1 - - -

総合診療 2 6 4 - - -

計 113 149 36 0 0 0

資料１－６ 
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○臨床研修の状況                      （単位：人） 

H30※ R1※  研修施

設数 定員 マッチ者数 マッチ率 定員 マッチ者数 マッチ率

県計 25 282 245 86.9% 293 248 84.6%

 富士 2 9 9 100% 10 10 100%

※勤務開始年度 

 

○医学修学研修資金被貸与者勤務状況             （単位：人） 

 H30 R1 R1-H30 

県計 302 375 +73

 富士 16 24 +8

※返還免除を受けるために必要な期間の勤務を終えた者を除く 

 

 (2) 医師少数区域・多数区域の設定 

 区分 医師偏在指標（暫定） 順位 

県 医師少数県 193.1 39 位／47 都道府県 

 富士 医師少数区域 150.4 256 位／335 二次医療圏

 

 (3) 医師確保の方針 

   ・本医療圏は医師少数区域に位置付けられていることから、医師の増加

を基本方針とし、医師少数区域以外からの医師の確保に取り組む 

 

 

 

＜上記を踏まえた二次医療圏における現状と課題＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 
・ 
・ 
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２ 目標医師数 

目標医師数 

   ・医師確保計画の計画期間中（４年間）に医師少数区域が計画期間開始

時の下位 33.3％の基準を脱するために要する医師数を目標医師数とし

て設定 

  

 

 

 

 

 

３ 目標医師数を達成するための施策 

○医学修学研修資金制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○キャリア形成プログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・具体的な数値については、７月を目途に国からの提供される予定 

・少数区域以外の区域においては、県が独自に設定（国が参考値として

全二次医療圏の平均値を提示予定） 

＜全県共通の施策＞ 

・毎年 120 人規模で医学修学研修資金を貸与 

・貸与期間の 1.5 倍の期間を県内の公的医療機関等で勤務 

・専門医資格取得後は、県内の医師偏在の状況を踏まえた配置を行う 

・被貸与者のキャリア形成支援等により返還免除勤務終了後の県内定着を

促進 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

＜全県共通の施策＞ 

・「医師少数区域における医師の確保」と「医師不足地域に派遣される医師

の能力開発・向上の機会の確保」の両立を目的 
・サブスペシャリティ領域の専門研修をまで行う「①専門コース」、基本領

域までの専門医資格取得を目指す「②基本コース」、より地域に密着した

医療へ従事を目指す「③地域密着型コース」の３類型を基本に、病院別・

診療科別の個別具体的なプログラムを策定 
・プログラム期間中４年間は医師不足地域において勤務 
＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 
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○地域枠医師の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○寄附講座の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医師の働き方改革を踏まえた勤務環境改善支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全県共通の施策＞ 

・本県は医師少数県であり、県外からの医師確保を積極的に進めるため、

県外７大学と 34 名の地域枠を設定 

・臨時定員の増員と組み合わせた地域枠は、都道府県間の医師偏在を是正

する機能があることから、引き続き増枠に努める。 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

 

＜全県共通の施策＞ 

・医師少数区域の医療機関において、医師事務作業補助者の確保やタスク

シフトの推進等による医師に対する負担の集中の軽減等、勤務医が健康

を確保しながら働くことができる取組が進むよう、環境整備に務める。 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

 

＜全県共通の施策＞ 

・浜松医科大学と連携し、医療需要等の調査分析を行うほか、医師が不足

する地域における研修体制を充実させることにより、医師の偏在解消を

図る「地域医療確保支援研修体制充実事業」を実施 

・浜松医科大学と連携し、県内の中小病院の医師不足と開業医の高齢化等

に対応するため、将来の家庭医（総合診療医）の養成を図る「地域家庭

医療学寄附講座設置事業」を実施 

・浜松医科大学と連携し、周産期の専任教員の増員と周産期専門医（母体・

胎児、新生児）を養成するとともに、養成した専門医の県内地域周産期

母子医療センターへの定着を図る「地域周産期医療学寄附講座設置事業」

を実施 

・浜松医科大学と連携し、児童青年期精神医学の診療能力を有する医師の養

成等を行うとともに、養成された医師の県内定着による、児童精神科医療

の地域偏在の解消を図る「児童青年期精神医学講座設置事業」を実施 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 
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○上記以外の施策（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 産科・小児科における医師確保計画 

(1) 産科小児科における医師確保の方針 

   ・現状・課題 

 

○医師数の状況（医療施設従事医師数）          （単位：人） 

県計 

 富士 

 

H20 H28※ 差 H20 H28※ 差 

小児科 459 476 17 33 35 +2

産婦人科 315 345 30 27 28 +1

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

※小児科については、H26 調査を採用 

 

○専攻医の状況（専門医研修プログラム採用者数）（再掲）  （単位：人） 

県計 

 富士 

 

H30 H31 差 H30 H31 差 

小児科 8 14 6 - - -

産婦人科 5 11 6 - - -

 

・相対的医師少数区域の設定 

（産科） 

 区分 医師偏在指標（暫定） 順位 

県 
相対的医師少数県 

でない 
12.6 19 位／47 都道府県 

 東部※ 
相対的医師少数区

域でない 
10.9 143 位／284 産科医療圏

※本県の産科医療圏は、「東部」「中部」「西部」の３区分 
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（小児科） 

 区分 医師偏在指標（暫定） 順位 

県 相対的医師少数県 84.2 45 位／47 都道府県 

 富士 相対的医師少数区域 74.2 251 位／311 小児医療圏

 

 

＜上記を踏まえた二次医療圏における現状と課題＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 産科・小児科における偏在対策基準医師数 

   ・計画期間修了時の産科・小児科における医師偏在指標が、計画期間開始時

の相対的医師少数区域等の基準値（下位 33.3％）に達することとなる医

師数を「産科・小児科における偏在対策基準医師数」として設定 

  

 

 

 

 

  (3) 産科・小児科における現状と課題を踏まえた施策 

○寄附講座の設置（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・具体的な数値については、７月を目途に国からの提供される予定 

＜全県共通の施策＞ 

・浜松医科大学と連携し、周産期の専任教員の増員と周産期専門医（母体・

胎児、新生児）を養成するとともに、養成した専門医の県内地域周産期

母子医療センターへの定着を図る「地域周産期医療学寄附講座設置事業」

を実施 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

 

・ 
・ 
・ 
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○臨床研修医向け研修会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○上記以外の施策（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 

 

 

 

 

 

 

 

＜全県共通の施策＞ 

・医学生に対する積極的な情報提供、関係構築を目的に、これまで行って

きた地域別の研修に加え、本年度から新たに小児科・産婦人科別の研修

（サマーセミナー等）を行う「初期臨床研修医定着促進事業」を実施 

＜二次医療圏固有の施策＞ 

・（二次医療圏の課題を踏まえた、必要な施策） 
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救急医療体制の課題について 

 

１ 概要 

富士地域の救急医療体制について、救急搬送先決定までに時間がかかる等の

課題が生じている現状に対して、関係機関が集まる協議の場を設けて、解決に

向けて検討していく。 

 

２ 富士地域の救急医療体制の課題 

  ・救急搬送決定までの照会時間が 30 分以上あるいは照会回数が６回以上の事例

が富士圏域は県内で一番多くなっている。 
 

【傷病者の受入れ医療機関選定に要する照会時間 30 分以上、照会回数６回以上の件数】 

○各地域の状況（H30.１.1～６.30）（地域ＭＣ協議会で検証していないものも含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・冬季のインフルエンザ流行期などに基幹病院ではベットが満床になり救急患

者を受け入れることが出来ない状態となることが一時的にある。 

 
３ ワーキンググループの設置 

・課題解決の協議の場として、富士地域医療構想調整会議にワーキングループ

を設置して、対応策について協議を行っていく。 

・令和元年 6月 25 日に一部関係者に集まっていただきワーキンググループ準備

会を開催した。準備会では、課題の洗い出しや解決に向けた方策案の意見が

出された。（資料２-２）また、ワーキングループのメンバーについても話し

合われた。（資料２-３） 

・今後、医療構想調整会議での承認を受け、正式に救急医療に関するワーキン

グループを発足し、協議内容を医療構想調整会議へ報告していく。 

 

地域ＭＣ 
協議会名 

照会時間 
30 分以上(件) 

照会回数 
６回以上(件) 

賀茂地域  １０   １ 
熱海・伊東地域   ０   ０ 
駿東田方地域  １８  １６ 
富士地域 １０４  ４２ 
静岡地域  １８  １６ 
志太榛原地域   ２   １ 
中東遠地域   ５  ２２ 
西部地域  １７  ４６ 

合 計 １７４ １４４ 

資料２－１ 
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＜参考＞ 

 
【第８次静岡県保健医療計画＜２次保健医療圏版＞P.122（７救急医療）】 

 
 
 

イ 施策の方向性 

（ア）救急医療体制 

○救急医療を担う医療施設、医療関係団体、市等の協議の場を設置するよう調整を

進め、救急医療体制の確保を図ります。 

部会・ワーキンググループなど

富⼠圏域地域包括ケア推進
ネットワーク会議

（医療・介護連携、多職種連携を推進）

ワーキンググループ・連絡会など

富⼠地域医療協議会
(保健医療計画に基づく医療提供体制の整備）

富⼠地域医療構想調整会議
（地域医療構想の推進に向けた取組）
○委員(20⼈)
・３師会会⻑、主要病院院⻑・理事⻑
・私的病院部会、看護協会
・健康保険組合、⽼施協
・市部⻑

富⼠地域医療構想調整会議
（地域医療構想の推進に向けた取組）
○委員(20⼈)
・３師会会⻑、主要病院院⻑・理事⻑
・私的病院部会、看護協会
・健康保険組合、⽼施協
・市部⻑

○委員(15⼈)
・３師会会⻑、公⽴病院院⻑
・町内会⻑
・市⻑

○委員(18⼈)
・３師会、公⽴病院看護師⻑
・訪看協議会
・地域包括、ケアマネ、リハ
・⽼施協、居宅介護連絡会、ヘルパー協議会
・両市課⻑、社協

地域医療協議会
医療専⾨部会
（肝疾患）

○委員(12⼈)
・病院・医師会医師
・市担当保健師
・静岡肝友会

地域医療協議会
医療専⾨部会
（肝疾患）

○委員(12⼈)
・病院・医師会医師
・市担当保健師
・静岡肝友会

【新規設置】
ワーキンググループ
（救急医療）

○委員(案)
・病院・医師会
・消防本部
・市 など

【新規設置】
ワーキンググループ
（救急医療）

○委員(案)
・病院・医師会
・消防本部
・市 など

退院⽀援ルール作成WG
（⼊退院⽀援）

○委員(12⼈)
・医師会
・公⽴病院看護師
・地域包括、ケアマネ
・市 など

介護・医療連携に
関する情報共有

報告
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ワーキンググループ準備会での協議内容について 

 

１ 課題（現状等）について 

＜ 救急搬送先決定に時間がかかる事例が多い。 ＞ 

（１） 診療所の昼休み時間帯に多く発生している。 

（２） 救急医療センターが稼動していない時間帯に多く発生している。 

（３） 受入問い合わせへの回答に時間がかかる。 

（４） 救急搬送の必要性が低い患者がいる。 

（５） 対応する医師が不足している。 

 

＜ 冬季に基幹病院が満床状態になる。 ＞ 

（６） 季節要因で入院患者が増えている。 

（７） 高齢者の再入院により病床の空きが少なくなる。 

（８） 療養・回復機能をもつ転院先の病院が少ない。 

（９） 地域に戻る患者が少ない。 

 

２ 課題への対応（検討案）、要望について 

  

対応機関

基幹病院
(1)(2)
(3)
(6)(7)(8)

将来的に救急受入体制の拡充計画を検討する。
院内連絡体制を検討する。
病病連携による救急受入可能病床を増やす。

一般病院
(1)(2)
(3)
(6)(7)(8)

患者受入を増やすよう検討する。
院内連絡体制を検討する。
病病連携による基幹病院からの患者受入を進める。

（医師会）診療所
(1)(2)
(1)(2)

受入可能時間について救急と情報共有する。
受入困難時間の輪番制について検討する。

消防
(1)(2)
(4)

受入可能時間について医療機関と情報共有する。
救急車の適正利用の市民への啓発を積極的に行う。

行政（市）

(1)(2)
(4)
(4)
(9)

補助金等の検討
救急車の適正利用の市民への啓発を積極的に行う。
地域の医療を育む住民活動組織の設立に携わる。（富士市）
地域包括ケアの推進

行政（県）

(1)(2)
(4)
(5)
(9)

地域医療介護総合確保基金（医療分）の活用の検討
♯7119救急相談センターの開設
医師確保計画の策定
地域包括ケアの支援

課題への対応（検討案）
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所属団体等の名称 備　考

一般社団法人富士市医師会 　

一般社団法人富士宮市医師会 　

富士市立中央病院 　

富士宮市立病院 　

共立蒲原総合病院

聖隷富士病院 2次救急病院

川村病院 2次救急病院

富士脳障害研究所附属病院 2次救急病院

富士市消防本部 救急管理室

富士宮市消防本部 中央消防署

富士市 保健医療課

富士宮市 福祉企画課

静岡県富士保健所 所長

富士地域救急医療体制ワーキンググループ委員（案）
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富士地域医療構想調整会議 設置要綱の一部改正(案)  

富士地域医療構想調整会議 設置要綱の一部を次のように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

 

 （新規） 

 

 

 

 

 

 

（庶務） 

第７条 調整会議の庶務は、静岡県富士保健所医療健康課において処

理する。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

  

 

 

 

（部会・ワーキンググループの設置） 

第７条 調整会議は、必要に応じて、部会・ワーキンググループを置く

ことができる。 

２ 部会・ワーキンググループの部会長・座長は、議長が指名する。 

３ その他部会・ワーキンググループの運営に必要な事項は部会・ワー

キンググループの設置要綱において定める。 

 

（庶務） 

第８条 調整会議の庶務は、静岡県富士保健所医療健康課において処理

する。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

  

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和元年７月 日から施行する。 

資料 ２－４
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富士地域医療構想調整会議 ワーキンググループ設置要綱（案） 

 

（目的及び設置） 

第１条 富士地域における地域医療構想の推進を図るため、富士地域医療構想調整会議

設置要綱第７条の規定に基づき、特定の課題を協議する場として富士地域医療構想調整

会議ワーキンググループ（以下「調整会議ワーキンググループ」という。）を設置する。 

 

（協議事項） 

第２条 調整会議ワーキンググループは、富士医療圏における地域医療構想の推進に向け

た取組に関する事項や圏域内の医療に関する事項のうち座長が必要と認める事項を協議

する。 

 

（報告） 

第３条 調整会議ワーキンググループにおける協議内容は、富士地域医療構想調整会議に

報告し了承を得る。 

 

（座長及び委員） 

第４条 富士地域医療構想調整会議の議長が調整会議ワーキンググループの座長を指名

する。座長は、議題に応じて必要な関係者を委員として招集する。 

 

 （会議） 

第５条 調整会議ワーキンググループは、座長が招集し、議長を務める。 

 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、座長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年７月  日から施行する。 

資料 ２－５
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地域医療構想調整会議 令和元年度の主な協議予定事項 

 

 今年度の地域医療構想調整会議においては、以下の事項について、各圏域で協議する。 

 

１ 新規事項 

  ○公立・公的医療機関等における具体的対応方針の検証（厚生労働省で検討中） 

・公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ担えないものに重点化されている

か、厚生労働省において2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析。 

・分析の結果「代替可能性がある」「診療実績が少ない」と位置付けられた公立・公的医療

機関等は、他の医療機関に機能を統合することの是非について、地域医療構想調整会議で

議論する。 

・具体的な協議内容やスケジュールについては、今後示される厚生労働省の方針を踏まえ、 

 関係団体等の意見を伺いながら、方針を定める。 

 

２ 継続事項 

○病床機能報告「定量的基準」 

・地域の実状を踏まえた医療機能の分化・連携を進めるための目安として活用するため、厚

生労働省からの要請を踏まえ、本県独自の定量的基準「静岡方式」を導入。 

 

○非稼働病床についての検討 

・平成30年度病床機能報告結果を踏まえ、再稼動計画の内容と実現性について継続協議。 

・再稼働する場合には、病床が担う医療機能、地域の医療提供体制のバランスへの影響、医

療従事者確保の実現性・妥当性等を検証。 

 

○慢性期機能の提供体制 

・療養病床転換意向調査により、「未定」の病床数、「経過措置」の病床数、「介護医療院」

の転換意向等を把握し、慢性期機能の提供体制や地域の医療ニーズを検証。 

 

○在宅医療等の推進方策 

・医療計画と介護保健事業支援計画の整合性を引き続き確保するため、訪問診療の提供状況、 

医療介護関連データの分析結果等点から検証。 

 

 

※上記共通事項のほか、圏域ごと個別課題について協議 
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平成30年度病床機能報告の集計結果の状況 

 

１ 病床機能報告制度の概要（医療法第30条の13） 

  地域医療構想の推進に当たり、各医療機関が担っている医療機能の現状を把握し、医療機関

の自主的な取組を促すため、医療機関がその有する病床（一般病床及び療養病床）の機能区分、

構造設備、人員配置等に関する項目及び具体的な医療の内容に関する項目を都道府県に報告す

る制度が施行された。 

  都道府県には、報告事項の公表義務があり、県医療政策課ホームページで公表するとともに、

地域医療構想調整会議等における協議に活用する。 

 

２ 平成30年度報告結果（概要） 

（１）報告状況 

・報告対象の326施設（病院146施設、有床診療所180施設）が全て報告済み。(報告率100%) 

 ・報告対象数は、病院の閉院等により平成29年度から４施設減少した。 

区分（医療機関） 平成29年度報告(A) 平成30年度報告(B) 増減（B－A） 

報告対象数 148 146 ▲2 

報告数 148 146 ▲2病 院 
報告率 100.0% 100.0% 0.0%

報告対象数 182 180      ▲2

報告数 182 180 ▲2診療所 
報告率 100.0% 100.0% 0.0%

報告対象数 330 326  ▲4

報告数 330 326 ▲4合 計 
報告率 100.0% 100.0% 0.0%

※報告対象：H30.7.1時点で一般病床・療養病床を有する病院及び有床診療所 

※報告率＝報告医療機関数／報告対象数 

 

（２）病床機能ごとの病床数（病院、診療所） 

・平成 30 年度報告では、病院の廃止や療養病床の介護医療院への転換等により、全体の病床

数は19床減少している。 

・医療機能別の主な増減要因としては、高度急性期から急性期への機能変更のほか、急性期及

び慢性期からの機能転換等により回復期が増加し、慢性期は主に介護医療院への転換等によ

り減少している。 

区分（医療機能） 平成29年度報告(A) 平成30年度報告(B) 増減（B－A） 

高度急性期  5,030 4,944 ▲86

急性期  12,530 12,546 16

回復期   3,989 4,209 220

慢性期  9,800 9,631 ▲169

合 計  31,349 31,330 ▲19

※病床数は稼動病床ベース。 

※「定性的な基準」に基づき、各医療機関が自主的に選択した医療機能を報告したものであることから、同

じ医療機能を有していても、各医療機関の捉え方が異なる場合がある。 

資料 ４－１
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26,584床
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（３）地域医療構想における病床の必要量との比較  

・病床の必要量と比較すると、高度急性期、急性期及び慢性期が上回る一方で、回復期が不足

している。 
 
・平成 30 年度の病床機能報告では、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の割合は、16％、

40％、13％、31％であり、平成 29 年度報告と同様の傾向であった。病床数で見ると、高度

急性期と慢性期は減少し、回復期は増加している。 

⇒病床の必要量に近づいてはいるが、引き続き機能分化・連携（転換）を進めるとともに、

非稼働病棟（病床）の活用を促進していく。 

また、定量的基準（静岡方式）を用いた実態把握をしていく。 
 
・慢性期においては、病床機能報告数が病床の必要量を上回っているが減少傾向にある。さら

に、｢介護保険施設等へ移行予定｣と報告された病床が計1,387床あり（後述６）、慢性期の

減少が見込まれる。 

⇒療養病床を有する医療機関の転換意向や動向を踏まえつつ、必要となる慢性期機能の

提供体制について検討していく。 
 
・圏域ごとに状況が異なることから、地域医療構想調整会議において協議をしていく。 
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（４）構想区域別の状況（病床機能報告の病床数は稼働病床ベース） 

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
高度急性期 5,030 16% 4,944 16% 3,160 12% ▲ 86 1,784
急性期 12,530 40% 12,546 40% 9,084 34% 16 3,462
回復期 3,989 13% 4,209 13% 7,903 30% 220 ▲ 3,694
慢性期 9,800 31% 9,631 31% 6,437 24% ▲ 169 3,194

計 31,349 31,330 26,584 ▲ 19 4,746
高度急性期 0 0% 0 0% 20 3% 0 ▲ 20
急性期 331 40% 247 31% 186 28% ▲ 84 61
回復期 158 19% 189 24% 271 41% 31 ▲ 82
慢性期 330 40% 353 45% 182 28% 23 171

計 819 789 659 ▲ 30 130
高度急性期 64 5% 64 6% 84 8% 0 ▲ 20
急性期 574 48% 557 49% 365 34% ▲ 17 192
回復期 158 13% 158 14% 384 36% 0 ▲ 226
慢性期 401 34% 358 31% 235 22% ▲ 43 123

計 1,197 1,137 1,068 ▲ 60 69
高度急性期 743 12% 740 11% 609 12% ▲ 3 131
急性期 3,072 49% 3,066 47% 1,588 32% ▲ 6 1,478
回復期 750 12% 747 11% 1,572 32% ▲ 3 ▲ 825
慢性期 1,750 28% 2,027 31% 1,160 24% 277 867

計 6,315 6,580 4,929 265 1,651
高度急性期 58 2% 58 2% 208 8% 0 ▲ 150
急性期 1,342 52% 1,437 57% 867 33% 95 570
回復期 436 17% 449 18% 859 33% 13 ▲ 410
慢性期 740 29% 594 23% 676 26% ▲ 146 ▲ 82

計 2,576 2,538 2,610 ▲ 38 ▲ 72
高度急性期 1,575 24% 1,378 21% 773 15% ▲ 197 605
急性期 2,037 31% 2,271 35% 1,760 34% 234 511
回復期 797 12% 803 13% 1,370 26% 6 ▲ 567
慢性期 2,073 32% 1,965 31% 1,299 25% ▲ 108 666

計 6,482 6,417 5,202 ▲ 65 1,215
高度急性期 251 8% 251 7% 321 10% 0 ▲ 70
急性期 1,747 54% 1,732 51% 1,133 35% ▲ 15 599
回復期 431 13% 546 16% 1,054 32% 115 ▲ 508
慢性期 810 25% 852 25% 738 23% 42 114

計 3,239 3,381 3,246 142 135
高度急性期 289 9% 388 13% 256 9% 99 132
急性期 1,146 37% 998 33% 1,081 38% ▲ 148 ▲ 83
回復期 508 16% 551 18% 821 29% 43 ▲ 270
慢性期 1,138 37% 1,088 36% 698 24% ▲ 50 390

計 3,081 3,025 2,856 ▲ 56 169
高度急性期 2,050 27% 2,065 28% 889 15% 15 1,176
急性期 2,281 30% 2,238 30% 2,104 35% ▲ 43 134
回復期 751 10% 766 10% 1,572 26% 15 ▲ 806
慢性期 2,558 33% 2,394 32% 1,449 24% ▲ 164 945

計 7,640 7,463 6,014 ▲ 177 1,449

病床機能報告 病床の必要量 比較

2017年（H29） 2018年（H30） 2025年構想区域 医療機能
2017⇔2018 2018⇔2025

県全体

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

静岡

志太榛原

中東遠

西部
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H30
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（５）非稼働病床の状況       

・平成30年度報告における非稼働病床数（1,932床）は、昨年度（1,941床）と比較して減少

しているものの、富士、志太榛原、西部を除く構想区域では、昨年度より増加している。 

・今後、病棟ごとの状況についても調整会議で情報共有を図り、協議を促していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）介護保険施設等への移行予定状況 

・2025年時点において｢介護保険施設等へ移行予定｣とした医療機関は16施設、計1,387床。 

・内訳は、医療療養病床252床、介護療養病床1,110 床、一般病床25床となっており、移行

予定先では「介護医療院」が最も多くなっている。 

 

※非稼動病床：１年間入院実績のない病床 

2025年7月1日時点

医療療養
病床

介護療養
病床

一般病床 移行予定先

駿東田方  富士小山病院 60 0 60 0 介護医療院

 神山復生病院 40 40 0 0 介護医療院

 富士山麓病院 168 48 120 0 介護医療院

 伊豆平和病院 49 0 49 0 介護医療院

317 88 229 0

静岡  静岡広野病院 198 0 198 0 介護医療院

 静岡瀬名病院 180 0 180 0 介護医療院

378 0 378 0

志太榛原  ほしのクリニック 17 1 16 0 介護老人保健施設

17 1 16 0

中東遠  白梅豊岡病院 50 0 50 0 介護医療院

 富士ヶ丘内科 19 0 0 19 介護医療院

 掛川北病院 100 0 100 0 介護医療院

 掛川東病院 50 50 0 0 介護医療院

 袋井みつかわ病院 101 46 55 0 介護医療院

320 96 205 19

西部  湖東病院 169 0 169 0 介護医療院

 天竜すずかけ病院 55 55 0 0 介護医療院

 西山病院 113 0 113 0 介護医療院

 天竜厚生会第二診療所 18 12 0 6 介護医療院

355 67 282 6

1,387 252 1,110 25

2018年7月1日時点（許可病床数）

　駿東田方　小計

　静岡　小計

　志太榛原　小計

　中東遠　小計

　西部　小計

県計

圏域 医療機関名
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平成30年度病床機能報告　定量的基準（静岡方式）に基づく試算結果

病床機能
報告

（Ａ）

静岡方式に
基づく試算

（Ｂ）

病床の
必要量

（Ｃ）

静岡方式
との差

（Ｂ－Ｃ）

高度急性期 0 77 20 57
急性期 247 130 186 ▲ 56
回復期 189 244 271 ▲ 27
慢性期 353 338 182 156
全体 789 789 659 130

高度急性期 64 59 84 ▲ 25
急性期 557 374 365 9
回復期 158 361 384 ▲ 23
慢性期 358 343 235 108
全体 1,137 1,137 1,068 69

高度急性期 740 1,149 609 540
急性期 3,066 1,688 1,588 100
回復期 747 1,875 1,572 303
慢性期 2,027 1,868 1,160 708
全体 6,580 6,580 4,929 1,651

高度急性期 58 583 208 375
急性期 1,437 599 867 ▲ 268
回復期 449 662 859 ▲ 197
慢性期 594 694 676 18
全体 2,538 2,538 2,610 ▲ 72

高度急性期 1,378 975 773 202
急性期 2,271 1,896 1,760 136
回復期 803 1,525 1,370 155
慢性期 1,965 2,021 1,299 722
全体 6,417 6,417 5,202 1,215

高度急性期 251 639 321 318
急性期 1,732 1,054 1,133 ▲ 79
回復期 546 836 1,054 ▲ 218
慢性期 852 852 738 114
全体 3,381 3,381 3,246 135

高度急性期 388 444 256 188
急性期 998 837 1,081 ▲ 244
回復期 551 656 821 ▲ 165
慢性期 1,088 1,088 698 390
全体 3,025 3,025 2,856 169

高度急性期 2,065 787 889 ▲ 102
急性期 2,238 2,911 2,104 807
回復期 766 1,412 1,572 ▲ 160
慢性期 2,394 2,353 1,449 904
全体 7,463 7,463 6,014 1,449

高度急性期 4,944 4,713 3,160 1,553
急性期 12,546 9,489 9,084 405
回復期 4,209 7,571 7,903 ▲ 332
慢性期 9,631 9,557 6,437 3,120
全体 31,330 31,330 26,584 4,746

県全体

・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を4,746床上回っている。
・ 急性期と回復期は病床の必要量とほぼ同数。
・ 高度急性期の稼働病床数が病床の必要量を1,553床上回っている。
・ 慢性期の稼働病床数が病床の必要量を3,120床上回っている。介護医療院への転換等の動向に留意する必要。

富士
・ 全体の稼働病床数と病床の必要量はほぼ同程度。
・ 静岡方式では高度急性期が充足し、急性期が不足する。現場感覚や実態はどうか。
・ 介護医療院への転換等により、慢性期が不足する状況とならないよう留意する必要がある。

静岡
・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を1,215床上回っている。
・ 静岡方式では高度急性期～回復期は病床の必要量と概ね同程度となっているが、現場感覚や実態はどうか。
・ 介護医療院への転換予定(2施設378床)が示されており、慢性期が減少する見込み。

志太榛原
・ 全体の稼働病床数と病床の必要量はほぼ同程度。
・ 静岡方式においては高度急性期が病床の必要量を318床上回る。現場感覚や実態はどうか。
・ 慢性期はほぼ同程度。介護医療院への転換等により慢性期が不足する状況とならないよう留意する必要。

中東遠
・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を169床上回っている。
・ 静岡方式では高度急性期が充足し、急性期が不足する。現場感覚や実態はどうか。
・ 介護医療院への転換予定(5施設320床)が示されており、慢性期が減少する見込み。

西部
・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を1,449床上回っている。
・ 静岡方式では高度急性期が不足し、急性期が充足する。現場感覚や実態はどうか。
・ 介護医療院への転換予定(4施設355床)が示されており、慢性期が減少する見込み。

・ 全体の稼働病床数と病床の必要量はほぼ同程度。
・ 静岡方式では高度急性期～回復期は病床の必要量とほぼ同程度。現場感覚や実態はどうか。
・ 慢性期は伊東病院の閉院(43床)により減少したため、慢性期が不足する状況とならないよう留意する必要。

駿東田方
・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を1,651床上回っている。
・ 静岡方式では、急性期が大きく減少し回復期が充足する。現場感覚や実態はどうか。
・ 介護医療院への転換予定(4施設317床)が示されており、慢性期が減少する見込み。

賀茂
・ 全体の稼働病床数が病床の必要量を130床上回っている。
・ 高度急性期は病床の必要量を57床上回っているが、現場感覚や実態はどうか。
・ 慢性期が必要病床数を上回るが、療養病床を有する病院は２施設のみであることに留意する必要。

熱海伊東

2018年稼働病床数 2025年

構想区域 医療機能 静岡方式の結果に基づいた現状と課題 資料 ４－３
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既に再開済み 再開予定 病床返還を予定 検討中 その他
（介護医療院への転換等）

芦川病院 一般病棟 39 0 39 一般 - 休棟中 医師数不足のため
○

（未定）

聖隷富士病院 ７階病棟 34 0 34 一般 - 休棟中
医師・看護師不足等のため
休床

○
（未定）

富士

【平成30年度病床機能報告】 病床が稼働していない理由と今後の運用見通し ( 病院：稼働病床数がゼロ 又は 非稼働２０床以上 )

富士地域医療構想区域

圏域 医療機関名 病棟名
許可

病床数
稼働

病床数
非稼働
病床数

病床
種別

入院基本料
病床
機能

稼働していない理由

今後の運用見通しに関する計画
（※計画の具体的な時期を記載してください）

資料 ５－１
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各圏域における有床診療所の非稼動病床の状況 

 

平成 30 年度病床機能報告 ＜参考＞ 

非稼動病床を有する 圏域名 

施設数 許可病床数 稼動病床数 非稼動病床数 

昨年度 

非稼動病床数

賀茂 １ １１ ０ １１ ０

熱海伊東 ４ ４８ １ ４７ ３３

駿東田方 ２２ １９６ ２７ １６９ １４９

富士 １３ １５３ ３５ １１８ １２５

静岡 １０ ７７ １２ ６５ ５２

志太榛原 ５ ４４ ２４ ２０ ６

中東遠 ７ ５５ ０ ５５ ３０

西部 ２３ ２１７ ４０ １７７ １８３

県全体 ８５ ８０１ １３９ ６６２ ５７８
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地域医療介護総合確保基金（医療分） 

 

１ 基金の概要 

名 称 静岡県地域医療介護総合確保基金（H26年条例制定） 

趣旨等 

・ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、

在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効

率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」

が急務の課題 

⇒消費税増収分を活用した新たな財政支援制度として都道府県に基金設置 

・ 都道府県計画を作成し、この計画に基づいて事業を実施 

負担割合 国２／３、都道府県１／３（法定負担率） 

国予算

規模 

・ 1,858億円（公費ベース） → うち、医療分1,034億円(医療分100億円増) 

・ 区分Ⅰ：570億円（70億円増）、区分Ⅱ・Ⅳ：464億円（30億円増）    
 

２ 基金事業化に向けたスケジュール（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業提案で留意いただきたい事項 

目 的 

基金の目的（医療と介護の総合的な確保）や各区分の趣旨（Ⅰ：地域医療

構想の達成、Ⅱ：在宅医療の推進、Ⅳ：医療従事者の確保）につながる提案

をすること。 

財 源 
診療報酬や他の補助金等で措置されているものを基金事業の対象とするこ

とは不可であること。 

公 共 性 
個別の医療機関等の機能強化ではなく、全県や圏域・地域の医療ニーズを

捉えた、公共性の高い事業であること。 

事業 効果 
事後評価の検証が必要とされることから、定量的な事業効果の測定ができ

る目標を設定すること 

時 期 国県提案者時 期 国県提案者

10月
～
12月

6月
～

9月

1月
～

3月

4月～

令和元年

令和2年

事業提案事業提案

提案募集提案募集

当
初
予
算
編
成

当
初
予
算
編
成

事業提案事業提案

提案内容の精査・調整提案内容の精査・調整

事業内容の確認等
配分額調整

事業内容の確認等
配分額調整

要望（計画案）提出
（国要望ヒアリング）

要望（計画案）提出
（国要望ヒアリング）

県議会２月定例会
（当初予算成立）

県議会２月定例会
（当初予算成立）

計画書、申請書等提出計画書、申請書等提出

基金事業
の募集

基金事業
の募集

提案事業
のまとめ

提案事業
のまとめ

○ 県計画の決定
○ 前年度までの事後評価

○ 県計画の決定
○ 前年度までの事後評価事業実施事業実施 県内示県内示

基金の国内示基金の国内示

H30：9/14
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2025 75 75

2/3 1/3

ICT
ICT

20%
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